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（参考４） 

地方公共団体の総合計画 

 

１ 改正前の地方自治法の関連規定 

 

＜都道府県＞ ※昭和 31 年改正で規定 

旧地方自治法第２条第６項 都道府県は、・・・概ね次のような・・・ものを処理するもの

とする。 

一 地方の総合開発計画の策定・・・等で広域にわたる事務に関すること。 

 

＜市町村＞ ※昭和 44 年改正で規定 

旧地方自治法第２条第５項（その後４項） 市町村は、その事務を処理するに当たつて

は、議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基

本構想を定め、これに即して行うようにしなければならない。 

 

 

２ 昭和 41 年「市町村計画策定方法研究報告」 

 

「市町村計画は、・・ 

 

 ①基本構想―市町村又は市町村の存する地域における将来の目標及び目標達成の施策構

想を基本的に取りまとめたもの 

 

 ②基本計画―地域の将来の目標およびその目標に到達するための市町村の施策の大綱を

体系づけてとりまとめたもの 

 

 ③実施計画―基本計画で定められた市町村の施策の大綱を市町村が現実の行財政のなか

においてどのように実施していくかを明らかにするためのもの 

 

  の３段階に区分して作成することが適当である。」 
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（参考５） 

 

都道府県において複数の計画を一体的に策定している事例があるもの 

（法定計画・通知等による計画） 

 

出典：計画策定に関する調査結果（令和３年５月全国知事会

地方分権推進特別委員会 地方分権改革推進ＷＴ） 

 

○子ども・若者分野 

・次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県行動計画 ・子ども・若者計画 

・子ども・子育て支援事業支援計画 ・母子家庭等及び寡婦自立促進計画 

・母子保健計画 ・都道府県貧困対策計画 

 

○環境分野 

・地域気候変動適応計画 ・地方公共団体（温室効果ガス排出削減等）実行計画 

・環境保全活動等行動計画 ・都道府県廃棄物処理計画  

・都道府県食品ロス削減推進計画 

 

○介護分野 

・都道府県老人福祉計画 ・都道府県介護保険事業支援計画 ・介護給付適正化計画 

 

○障害分野 

・都道府県障害者計画 ・都道府県障害福祉計画 ・都道府県障害児福祉計画 

・工賃向上計画 

 

○医療分野 

・都道府県医療計画 ・都道府県健康増進計画 ・都道府県感染症予防計画 

・都道府県肝炎対策推進計画 

 

○教育分野 

・教育大綱 ・都道府県教育振興基本計画 ・学校安全計画 
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（参考６）          

計画等の体系図（イメージ） 

 

      密接関連分野       行政分野  

       基本法・個別法      基本法       個別法   個別法 

          計画          計画        計画    計画 

 

 

国 

 

 

 

                   勘 案 

 

 

都道府県 

 

 

               調和 条項   

 

                                                    一体的な策定の規定 

 

                   勘 案 

 

市町村 

 

 

               調和 条項   

 

一体的な策定の規定 

 

 

 

 

基本方針 

基本計画 

基本計画 

個別基本計画 

実施計画 

実施計画 

実施計画 

実施計画 

計画 計画 方針 

計画 

計画 

都道府県における計画体系 

 

個別基本計画 

実施計画 

実施計画 

市町村における計画体系 
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